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寄　稿

FFTCは、新たな取組みであるこのウェブ
サイト（www.fftc.agnet.org/ap）により、アジア
太平洋地域における各国それぞれの農業政策
を広く知らせることを目指しており、ひいて
は相互の合意に基づく地域レベルでの農業政
策の形成に向けて貢献できることを希望して
います。

2　APウェブサイトの現状
実施最初の年である13年に、APプロジェク

トは日本、韓国、フィリピンそして台湾の農
業政策を扱いました。情報収集は、当センタ
ーによる慎重な選考過程を経て選定されたこ
れらの国々の契約パートナーの支援を得て行
われました。
各国で収集された農業政策は９つのトピッ

クに分けられています。すなわち、①農業政
策の概観、②貿易自由化への対応策、③農地
政策、④農業者年金制度、⑤農業災害保険、
⑥食料安全保障、⑦生産・流通政策、⑧農業
科学技術政策、⑨その他。FFTCの契約パー
トナーは上記のトピックスに基づいて、要約
されていない論文および要約された論文を定
期的に提出することに合意し、これらの記事
は編集された後、APウェブサイトに公開され
ます。
ウェブサイトの内容をさらに充実するため

に、諮問グループによるシーズンごとの定期
会議が設けられ、プロジェクトの顧問団の一
部を構成することになりました。この会議は
農業政策、農業経済そして情報技術の専門家
により構成されています。これらの専門家に

1　農業政策（AP）ウェブサイト開設の背景
グローバル化の中で、農業食品部門では市

場指向と保護縮小の動きによって競争圧力が
増大しています。このため農業食品部門にと
って、高品質で高付加価値の製品の生産とい
う課題が重要になっています。また、このよ
うな状況下で農業食品部門が社会の要求に確
実に応えていくためには、不安定さを増す市
場への対応、公共財の供給確保、そして同部
門の慣行の変革促進が必要であり、そのため
には農業食品部門の生産者への政策的支援が
必要不可欠です。
アジア・太平洋地域の諸国はそれぞれ、こ

れらの課題に対応するために農業についての
国家政策を持っていますが、同地域の国々の
農業政策に関するダイナミックな情報を共有
し交換するための仕組みと基盤を提供するた
めの関連機関ないし組織が、同地域には欠け
ています。また、この問題は、言葉の壁によ
ってさらに大きなものになっています。
2013年以来、アジア太平洋地域食糧・肥料

技術センター（FFTC）は、契約パートナーと
の協力により、情報ネットワーク活動の範囲
をアジア太平洋地域の農業政策（AP）へと拡大
し、その情報基盤を確立してきました。これ
はFFTCのコア・コンピタンス（主な強み）、す
なわち、アジア太平洋地域の小規模農家を科
学と情報を通じて強化することを目的とする
国際組織であるFFTCの、国際的な協力およ
び実績に基づくものです。この強みにより当
センターは40年以上にわたり農業技術の情報
交換を仲介する役割を果たしています。
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アジア各国の農業政策情報を提供する
ウェブサイトを開設
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・フィリピン漁業法：持続可能な漁業に対する

国家政策

・包括的農地改革法：フィリピンにおける農地

改革への長い道のり

・1997年農漁業近代化法：競争力強化への総体

的アプローチ

・農業関税化法：輸入数量制限を代替する関税

台湾

・台湾の包括的農業政策

・台湾の農業貿易自由化に対する戦略と方策

・台湾農業の国際化加速のための自由経済モデ

ル区

・“小規模地主・大規模借地農”プログラム

・米調達政策

中国

・中国共産党第18期中央委員会第３回全体会議

における中国の新農地政策

・中国の土地制度の現状

・中国の現在の土地制度改革の論理

インドネシア

・インドネシアにおける米・大豆振興政策

・インドネシアにおける園芸輸入政策

3　結び
FFTCのAPウェブサイトは、上記の通り現

在進行中の取組みであり、インターネット上
の訪問者による積極的な利用を望んでいま
す。当センターでは、当センターの目的を達
成し皆様により良いサービスを提供出来るよ
う、皆様からのフィードバック、コメント、
提案を歓迎しています。

（チュン　チャンイク）

（翻訳記事。文責：主席研究員 平澤明彦）

は、プロジェクトの全般的な方向性について
助言を行う任務が課せられています。
さらに、本年（14年）はAPプロジェクトにア

ジアの４か国が加わり、中国、インドネシア、
タイ、ベトナムでパートナーが選定される予
定です。また、第４四半期には「関連農業政
策の情報収集とその実際的活用」について、
APプロジェクトの状況を点検して評価を行
い、データの質とデータベースの仕組みを改
善するために、新たな国際ワークショップが
予定されています。
現在までに、134の論文がウェブサイトに

アップロードされ、農業政策データベースの
一部を形成しています。その国別内訳は、日
本15、韓国44、フィリピン18、台湾39、中国
７、インドネシア５、タイ３、ベトナム１な
どです。論文のテーマは、農業政策の範疇に
入る広い範囲を扱っています。以下は国別に
論文のテーマをいくつか列挙したものです。

日本

・日本の食料自給率

・WTO農業協定に基づく日本の農業政策改革

・日本の農家の概観

・日本の農業労働力

・日本の農産物輸入、貿易自由化、農業所得支持

韓国

・韓国農業の状況および政策についての概観

・韓国の農業貿易自由化への対応策

・韓国の農地政策

・農産物輸出促進政策

・韓国農漁村公社（KRC）の農地銀行プロジェクト

フィリピン

・フィリピン農業における政策と公共部門投資

の概観
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